
⼤学での「障害学⽣⽀援」とは
〜⼤学進学を⽬指す障害のある⽣徒への⾼校で

の⽀援に向けて〜
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課題

１．障害のある⽣徒が、⼤学で適応していくために
は、⾼校ではどのような⽀援をすればよいのか？
⾼校での「特別⽀援教育」から⼤学への「障害学⽣⽀援(合
理的配慮のための意思の表明）」へ

２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのようにす
ればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計
画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）



本発表の流れ
１．障害のある⽣徒・学⽣の⽀援
（１）⽂部科学省・⽇本学⽣⽀援機構の調査結果
（２）第4次障害者基本計画

２．⼤学での障害学⽣⽀援の実際〜本学の事例〜
（１）⽀援体制
（２）修学⽀援
（３）⾼⼤連携〜附属学校との移⾏⽀援会議〜

３．まとめー課題解決案の提案ー



平成29年度 特別⽀援教育体制整備状況調査結果
（⽂部科学省）

％



平成29年度 障害のある学⽣の修学⽀援に関する実態調査結果
(⽇本学⽣⽀援機構）

％



⾼校 ⼤学

％ ％



９．教育の振興

（１）インクルーシブ教育システムの推進(⾼校)
（２）教育環境の整備(特別⽀援学校)
（３）⾼等教育における障害学⽣⽀援の推進(⼤学)

（４）⽣涯を通じた多様な学習活動の充実

第4次障害者基本計画（Ｈ30.3 内閣府）
－2018年〜2022年までの5年間－



第４次障害者基本計画
(2018年〜2022年）

９．教育の振興（⾼校関連）

目標分野 把握すべき状況 指標
現状値

（直近の値）
目標値

幼・小・中・高等学校等において、個別の指導計画の作成を必
要とする児童等のうち、実際に個別の指導計画が作成されて
いる児童等の割合

81.9％
（2016 年度）

おおむね100％
（2022 年度）

幼・小・中・高等学校等において、個別の教育支援計画の作成
を必要とする児童等のうち、実際に個別の教育支援計画が作
成されている児童等の割合

75.7％
（2016 年度）

おおむね100％
（2022 年度）

幼・小・中・高等学校等において、合理的配慮の提供について
個別の指導計画又は個別の教育支援計画に明記することとし
ている学校の割合

66％
（2016 年度）
(注)個別の教育
支援計画のみ

おおむね100％
（2022 年度）

通級による指導の普及状況
小・中・高等学校等において通級による指導を受けている児童
生徒数

98,311 人
（2016 年度）
（高等学校につ
いては2018 年
度以降にデータ
を取得）

前年度比増
（～2022 年度）

特別支援教育の推進に向け
た体制の整備状況

特別支援教育を行うための体制の整備及び必要な取組を全て
行っている幼・小・中・高等学校等の割合
(注)校内委員会の設置、実態把握、特別支援教育コーディネー
ターの指名、個別の指導計画・個別の教育支援計画の作成、
個別の指導計画・個別の教育支援計画への合理的配慮の明
記及び教師の専門性向上

―
(注)今後把握予
定のため、現時
点では不掲載

おおむね100％
（2022 年度）

インクルーシブ教育システム
の推進

個別の指導計画や
個別の教育支援計画の活用



第４次障害者基本計画
(2018年〜2022年）

９．教育の振興（特別⽀援学校関連）

特別支援学校の教師の専門
性の向上

特別支援学校の教師の特別支援学校教諭免許状保有率
75.8％
（2016 年度）

おおむね100％
（2020 年度）

特別支援学校のセンター的機
能の発揮状況

センター的機能を主として担当する校務分掌・組織（例：「地域
支援部」等）を設けている割合

93.1％
（2015 年度）

100％
（2022 年度）

教育環境の整備



第４次障害者基本計画
(2018年〜2022年）

９．教育の振興（⼤学関連）
障害学生支援に関する規程等、又は障害者差別解消法に関す
る対応要領、基本方針等を整備している大学等の割合

36％
（2016 年度）

100％
（2022 年度）

障害学生支援担当者を配置している大学等の割合
92.1％
（2016 年度）

100％
（2022 年度）

紛争の防止、解決等に関する調整機関を設置している大学等の
割合

38％
（2016 年度）

100％
（2022 年度）

ホームページで障害学生支援情報を公開している大学等の割合 34％
（2016 年度）

100％
（2022 年度）

ガイダンスにおいて、障害学生支援の手続などに関する学内規
程や支援事例等を周知している大学等の割合

(注)今後把握予
定のため、現時
点では不掲載

100％
（2022 年度）

障害学生が在籍する大学等において、就職先の開拓、就職活動
支援を実施している大学等の割合

21％
（2016 年度）

おおむね 100％
（2022 年度）

障害学生が在籍する大学等において、障害学生向け求人情報
の提供を実施している大学等の割合

23％
（2016 年度）

おおむね 100％
（2022 年度）

大学等の入試における障害学
生への配慮に関する情報公開
の状況

入試要項等への障害学生への配慮に関する記載を行っている
大学等の割合

80％
（2016 年度）

おおむね 100％
（2022 年度）

障害学生への就職指導の状況

障害学生の支援等に関する
体制の整備状況



⼤学での障害学⽣⽀援
（本学での実践例）

１．⽀援体制
２．修学⽀援
３．移⾏⽀援ー⾼⼤連携ー







（１）⽀援体制

個別の学⽣⽀援
個々の学⽣のニーズに
応じた⽀援

障害学⽣⽀援体制
全学的な⽀援体制

ex) 修学環境の整備
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（１）⽀援体制
障害学⽣⽀援委員会（平成26年度〜）

委員⻑；学⻑補佐（教員）、副委員⻑；学⽣⽣活⽀援室担当教員

学⽣⽣活⽀援部会主査、学務課課⻑、
学⽣⽣活⽀援室職員2名、医務室職員1名、

（平成27年度〜）就職⽀援課課⻑代理、就職⽀援課職員1名
（平成29年度〜）⼊学課職員（主任）１名

 

（H24.12⽉）「⼀次まとめ」 (４⽉）障害者差別解消法施⾏

⽀援体制
  規程 対応要領（法⼈規程）作成 法⼈規程施⾏
  委員会 委員会設置･開催 就職⽀援課職員追加 ⼊学課職員追加
  ⽀援フロ 窓⼝･⽀援フロー 設備⾯（検討）

書類作成 書類修正 書類修正
  移⾏⽀援(⾼⼤連携） 附属⾼校との移⾏⽀援会議
  就労⽀援 ⽀援フローの作成

情報公開 ⼊試要項･HP リーフレット(保護者･学⽣⽤）
研修 FD/SD(事例シンポジウム） 規程・⼆次まとめ

⽀援体制
整備

法施⾏の周知

1年⽬(平成26年度） 2年⽬（平成27年度） 3年⽬（平成28年度） 4年⽬（平成29年度）

  (３⽉）｢⼆次まとめ」



（２）修学⽀援（決定プロセス）
全学的な⽀援体制

①⽀援申請
意思の表明

②⽀援審議
合理的配慮

ＶＳ
過重な負担

③⽀援決定
（通知）
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① 支援申請 ② 支援受付 ③ 支援審議

⑥ 支援 ⑤ 支援決定通知 ④ 支援決定

支援決定までの流れ

学
生

学
生
生
活
支
援
室

障
害
学
生

支
援
委
員
会

①⽀援申請

建設的対話

支援を希望の学生は、以下の書類を『学生生活支援室』に提出してください。

○ 修学支援申請書（本学所定のもの）

○ 特別措置・支援申請書（本学所定のもの）

上記の書類に、必ず以下のいずれかを添付してください。

○ 障害者手帳の写し

○ 医療機関で発行された診断書

○ 高校で作成された個別の教育支援計画書

○ その他、必要書類として本学『障害学生支援委員会』が認めるもの

支援申請に必要な書類



障害学⽣⽀援委員会個別⽀援部会

障害学⽣⽀援委員会（平成26年度〜）
委員⻑；学⻑補佐（教員）、副委員⻑；学⽣⽣活⽀援室担当教員

学⽣⽣活⽀援部会主査、学務課課⻑、
学⽣⽣活⽀援室職員2名、医務室職員1名、

（平成27年度〜）就職⽀援課課⻑代理、就職⽀援課職員1名
（平成29年度〜）⼊学課職員（主任）１名

・学生からの支援申請後に開催

・支援申請内容を審議、支援を決定する

＋

支援申請を行った学生の学科主任、担当教員等

②⽀援審議

③⽀援決定
（通知）



（２）修学⽀援
ー修学⽀援の流れ(例)ー
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（３）移⾏⽀援ー⾼⼤連携

①附属⾼校との移⾏⽀援会議（年２回）
②その他（附属⾼校以外）出⾝学⽣への移⾏
⽀援



（３）移⾏⽀援ー⾼⼤連携
2月
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⽀援例
⼊学式後に、保護者、
学⽣、学科担当教員、
⽀援室スタッフで⾯談

3月 4月



①附属⾼校との移⾏⽀援会議
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月
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３．まとめー課題解決案の提案
課題

１．障害のある⽣徒が、⼤学で適応していくために
は、⾼校ではどのような⽀援をすればよいのか？
⾼校での「特別⽀援教育」から⼤学への「障害学⽣⽀援(合
理的配慮のための意思の表明）」へ

２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのようにす
ればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計
画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）



課題
1．障害のある⽣徒が、⼤学で適応していくために
は、⾼校ではどのような⽀援をすればよいのか？
⾼校での「特別⽀援教育」から⼤学への「障害学⽣⽀援」へ

課題解決案
幼･⼩〜⾼での特別⽀援教育は保護者主導で学校と連携
→学⽣本⼈が障害告知されていない事例

⼤学の障害学⽣⽀援(合理的配慮)申請は学⽣本⼈！
① 「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計画」(の⼀部）を
⽣徒と⼀緒に作成する。



課題
２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのようにす
ればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計
画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）



課題
２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのよう
にすればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援
計画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）

そもそも「個別の⽀援計画」
「個別の教育⽀援計画」は

誰のもの？



課題
２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのよう
にすればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援
計画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）

そもそも「個別の⽀援計画」
「個別の教育⽀援計画」は

誰の「ため」もの？



課題
２．学校移⾏時の情報共有は、いつ、どのように
すればいいのか？
⾼校から⼤学への「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計
画」の情報の引継ぎ（時期・⽅法）

課題解決案
①卒業時に「個別の⽀援計画」「個別の教育⽀援計画」を
本⼈、保護者へ学校が返却。

→⾼校から⼤学へ「本⼈･保護者へ返却しました」
→⾼校から本⼈･保護者へ「⼤学へ返却したことを伝えました」

②次の学校への提供は、本⼈、保護者へ任せる→⾃⼰決定



まとめ
「障害学⽣⽀援」の⼿続きは、障害学⽣が社会で⾃
⽴して⽣活していくための「教育」でありたい。
意思の表明→｢障害認知｣｢障害理解」+｢社会的障壁の理解」
「⾃分は障害があるために、××ができて、△△ができない。○○をす
るためには、□□の⽀援をしてほしい。」

｢⼤学」は、障害学⽣に対して、その「教育」がで
きる最後の教育機関である。



ご清聴ありがとうございました。
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